
｢いしかわ診療情報共有ネットワーク｣の利用に関する細則  

  

（目的）  

第１条 『｢いしかわ診療情報共有ネットワーク｣の利用に関する規程』（以下「規程」という。）の

規定に基づきこれを定める。  

  

（定義）  

第 2 条 この細則における用語の定義は、規程を準用する。  

  

（各種データのダウンロード）  

第 3 条 ゲートウェイ公開機関が公開する経過録、看護記録、処置記録、各種サマリー文書、患者

の薬剤及び注射の処方、検体検査、医療画像並びに診断レポート及びバイタルチャートの各デー

タ等のダウンロード及び画面のコピーの可否については、当該情報を提供するゲートウェイ公開

機関又は他ネットワークの定めに従わなければならない。 

 

（患者への情報提示）  

第 4 条 患者にゲートウェイ公開機関が公開する情報の画面を見せたり、印刷したものを渡す等の

行為については、当該情報を提供するゲートウェイ公開機関又は他ネットワークの定めに従わな

ければならない。  

  

（ゲートウェイ公開機関の定めの公表）  

第 5 条 前二条及び規程第 14 条のゲートウェイ公開機関の定め等については、その概要を協議会

ホームページで公表する。   

  

（ゲートウェイ公開機関による情報提供の中止）  

第 6 条 ゲートウェイ公開機関は、利用施設が第 3 条及び第 4 条の定めに従わない場合には、当

該利用施設への情報提供を中止することができる。  

  

（セキュリティ対策）  

第 7 条 ネットワークの利用に係るＳＳＬ証明書は、利用施設が管理している端末以外にインスト

ールしてはならない。  

2 ネットワークを利用する端末には、ウイルス対策ソフトをインストールするとともに、パター

ンファイルを常に最新の状態に維持しなければならない。  

3 ネットワークを利用する端末には、ファイル共有ソフトをインストールしてはならない。  

  

 

 



（情報閲覧機関等の利用開始手続き）  

第 8 条 情報閲覧機関は、ネットワークの利用を開始するときは、利用申請書にサービス運営業者

に提出等した契約申込書類の写しを添えて、各郡市医師会を経由し協議会に提出、あるいは利用

を希望するゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（利用申請書は、各郡市医師会を

経由し協議会に提出する場合は、様式第１号、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様式第

１－２号を使用する） 

２ ケア関連利用施設は、ネットワークの利用を開始するときは、利用申請書（様式第２―１号、

第２－２号）及び組織図にサービス運営業者に提出等した契約申込書類の写しを添えて、利用を

必要と認めた医療機関の推薦を得たうえで各郡市医師会を経由して協議会に提出しなければなら

ない。 

３ 調剤薬局は、ネットワークの利用を開始するときは、利用申請書及びサービス運営業者に提出

等した契約申込書類の写しを添えて、県薬剤師会を経由して協議会に提出、あるいは利用を希望

するゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（利用申請書は、県薬剤師会を経由して

協議会に提出する場合は、県薬剤師会指定の様式、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様

式第１－２号を使用する） 

４ 協議会は、前３項の申請書を受理したときは、すみやかに審査し、承認の可否を決定するとと

もに、その結果を地域事務局（各郡市医師会又は県薬剤師会のことをいう。以下同じ。）を経由

して、利用を申請した利用施設に通知するものとする。 

５ ゲートウェイ公開機関は、１項及び３項の利用申請を受理したときは、すみやかに審査し、承

認の可否を決定するとともに、その結果を利用を申請した利用施設に通知するものとする。 

ゲートウェイ公開機関は、承認した利用施設を協議会に報告しなければならない。 

６ 情報閲覧機関及びケア関連利用施設がネットワークの利用を開始する際に、既に他ネットワー

クの利用が承認されている場合は、当該他ネットワークからの報告（様式第８号）により承認

の可否を決定する。  

７ 前項の場合において、サービス運営業者に対する手続きが必要な場合の対応方法は、両ネット

ワークの運営責任者において協議の上決定する。  

８ 地域事務局は、この条に定める地域事務局の業務の全部又は一部について、他者に仲介させ、

若しくは委託することができるものとする。  

  

（利用申請内容の変更）  

第 9 条 情報閲覧機関は、ネットワークの利用申請の内容を変更するときは、変更申請書にサービ

ス運営業者に提出等した契約変更申請書類の写しを添えて、各郡市医師会を経由し協議会に提

出、あるいはゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（変更申請書は、各郡市医師会

を経由し協議会に提出する場合は、様式第３号、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様式

第３－２号を使用する） 



２ ケア関連利用施設は、ネットワークの利用申請の内容を変更するときは、変更申請書（様式第

３号）にサービス運営業者に提出等した契約変更申請書類の写しを添えて、各郡市医師会を経由

し協議会に提出しなければならない。 

３ 調剤薬局は、ネットワークの利用申請の内容を変更するときは、変更申請書にサービス運営業

者に提出等した契約変更申請書類の写しを添えて、県薬剤師会を経由して協議会に提出、あるい

はゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（変更申請書は、県薬剤師会を経由して協

議会に提出する場合は、様式第３号、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様式第３－２号

を使用する） 

４ 協議会は、前３項の変更申請書を受理したときは、すみやかに審査し、承認の可否を決定する

とともに、その結果を地域事務局を経由して、変更を申請した利用施設に通知するものとする。 

５ ゲートウェイ公開機関は、１項及び３項の変更申請を受理したときは、すみやかに審査し、承

認の可否を決定するとともに、その結果を変更を申請した利用施設に通知するものとする。 

 ゲートウェイ公開機関は、変更を承認した利用施設を協議会に報告しなければならない。 

６ 利用施設がネットワークの利用申請の内容を変更する必要がある場合に、既に他ネットワーク

において変更が承認されている場合は、当該他ネットワークからの報告（様式第８号）により

承認の可否を決定する。  

７ 前項の場合において、サービス運営業者に対する手続きが必要な場合の対応方法は、両ネット

ワークの運営責任者において協議の上決定する。  

  

（利用停止）  

第 10 条 情報閲覧機関は、システムの利用を停止するときは、停止の前日までに、利用停止届        

 にサービス運営業者に提出等した解約申請書類の写しを添えて、郡市医師会を経由し協議会に提

出、あるいはゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（利用停止届は、各郡市医師会

を経由し協議会に提出する場合は、様式第４号、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様式

第４－２号を使用する） 

２ ケア関連利用施設は、システムの利用を停止するときは、停止の前日までに、利用停止届にサ

ービス運営業者に提出等した解約申請書類の写しを添えて、各郡市医師会を経由し協議会に提出

（様式第４号）しなければならない。 

３ 調剤薬局は、システムの利用を停止するときは、停止の前日までに、利用停止届にサービス運

営業者に提出等した解約申請書類の写しを添えて、県薬剤師会を経由し協議会に提出、あるいは

ゲートウェイ公開機関に提出しなければならない。（利用停止届は、県薬剤師会を経由し協議会

に提出する場合は、様式第４号、ゲートウェイ公開機関に提出する場合は、様式第４－２号を使

用する） 

４ ゲートウェイ公開機関は、１項及び３項により受理した利用施設を協議会に報告しなければな

らない。 

 



第 11 条 ゲートウェイ公開機関は、ネットワークに参加し、情報提供を開始しようとするときは、

参加申請書（様式第５号）を協議会に提出し承認を得るとともに、サービス運営業者と必要な契

約締結等を行わなければならない。ただし、協議会発足時において、協議会に参加したゲートウ

ェイ公開機関は、ネットワークの参加について協議会の承認があったものとする。  

2 ゲートウェイ公開機関は、参加申出書の記載事項（前項ただし書きのゲートウェイ公開機関につ

いては、参加申出書様式の記載項目に相当する内容）に変更が生じたときは、参加申請変更申請

書（様式第６号）を協議会に提出するとともに、サービス運営業者と必要な契約変更手続きを行

わなければならない。  

3 協議会は、前二項の変更申請書の提出を受けたときは、承認の可否を運営委員会で審査の上決定

する。  

4 ゲートウェイ公開機関は、情報提供を停止若しくはネットワークの参加を取り止めようとすると

きは、情報提供停止・脱退届（様式第７号）を、当該停止等する日の１ヶ月前までに協議会に届

け出なければならない。  

  

（利用施設等の状況報告）  

第 12 条 地域事務局及びゲートウェイ公開機関は、協議会から求めがあったときは、管内の利用施

設等の状況について協議会に報告しなければならない。  

2 協議会は、利用施設等の状況をホームページにおいて公表するものとする。  

  

（他ネットワークの申出・同意等）  

第 13 条 規程第 2 条第 5 号の申出は、様式第９号により行い、同意は、様式第 10 号により行う

ものとする。  

2 前項の申出の内容及び添付した規程類に変更があった場合には、その旨を様式第 11 号により報

告するものとする。  

3 規程及びこの細則に定めるほか、ネットワークと他ネットワークの連携方法等については、ネッ

トワーク間で協議のうえ決定する。  

  

（同意取得等手続）  

第 14 条 規程第１２条に定める所定の同意書及び同意撤回書は、様式第１２号及び第１３号とす

る。口頭による同意及び同意撤回の連絡には、様式第１２－２号及び様式第１３－２号を使用す

るものとする。 

2 規程第 12 条第 3 項の代理人は、法定代理人とする。ただし、緊急時等やむを得ない事情があ

る場合はこの限りではない。  

  

（利用料）  

第 15 条 ネットワークの利用料については、当分の間無料とする。  

  



  

（その他）  

第 16 条 ネットワークの運用にあたっては、規程及びこの細則に定めるほか、協議会が別途指示す

るところに従わなければならない。  

2 ネットワークの利用に関し、協議会の承認を得てモデル事業を行う場合は、その承認の限りにお

いて、この細則によらないことができる。  

  

附則 この細則は、平成２５年１２月２日から施行する。  

附則 この細則は、平成２７年４月１日から施行する。  

附則 この細則は、平成２８年４月２６日から施行する。  

附則 この細則は、令和６年８月２０日から施行する。 


